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平成19年度の建設投資は、前年度比0.1％増の52兆
3,400億円となる見通しです。平成19年度の建設投資を
政府・民間別に見ると、政府投資は17兆1,700億円（前年
度比6.8％減）、民間投資は35兆1,700億円（同3.9％増）と
なり、建築・土木別には建築投資が31兆2,800億円（同
2.2％増）、土木投資が21兆600億円（同2.9％減）となる見
通しです。

過去の建設需要が旺盛であったことから我が国には建
設ストック（不動産）が大量に存在しており、年月の経過
に伴いこれらのストックに対する維持修繕のニーズは高
まっていると推定されます。建設投資に占める維持修繕
工事の比率は建設投資の減少に対して上昇しており、
1991年に14.2％であったものが2006年度には24.7％まで
上昇しています。

国内の建設投資額が大きく増大することは見込めず、
関係企業の競争が激化するとともに、新規建設からス
トック資産を対象とした保全・メンテナンス分野へのシフト
などが業界全体に求められています。

建設業の現状と今後 日本の建設投資の推移

維持修繕工事の推移

社団法人日本建設業団体連合会・社団法人日本土木工業協会・社団法人建築業協会
「建設業ハンドブック2008」より抜粋
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我が国には約2300兆円の不動産資産が存在していると言われてい
ます。そのうち、490兆円が民間法人所有の不動産で、その中でも投資
用不動産が68兆円とされています。

民間企業所有の不動産は前回のバブル崩壊に伴い、地価が下落す
るなどの不動産リスクが顕在化したのに加え、ＲＯＡなどの経営指標に
基づく資産効率を重視した企業価値評価などの浸透により、その所有
に関する考え方は大きく転換しました。具体的には民間企業の多くは
「持たない経営」に移行し、遊休地の売却や優良不動産や事業の売却
による本業への特化や投資などを実行しました。

また、投資用不動産については不動産ファンドを中心とする金融商品
化や証券化が急速に進展しました。68兆円のうちすでに20兆円が証券
化したと言われています。昨今の世界的な金融危機などによりその速
度は鈍化した可能性もありますが、いったん証券化した不動産がもと
の所有形態に戻る可能性は少なく、今後も堅調に推移すると予想され
ます。証券化された不動産は、アセットマネジメントやプロパティマネジ
メントなどの欧米流の管理体制が導入され、専門家の連携による効率
の高い管理体制に移行するとともに、ＪＲＥＩＴなどを中心に情報開示な
どが進展し、管理の考え方も近代化することとなりました。

不動産投資市場の活性化のためには、株主や投資家への情報開示
やより効率の高いマネジメント体制の維持向上などが求められます。ま
た大手企業においてはCRE戦略が、官公庁・自治体においてはPRE戦
略の導入が進展しつつあります。いずれも所有不動産のボリュームの
適正化や効率的な管理運営を目的としています。

日本の不動産投資に関する動向

証券化不動産の推移

日本の不動産

不動産資産総額
約2,300兆円

法人所有不動産
約490兆円

収益不動産
約68兆円

投資用不動産

※資料：平成18年版土地白書をもとに作成

企業不動産
（ＣＲＥ：Corporate Real Estate ）

政府・自治体
所有不動産
約４７０兆円

公共不動産
（ＰＲＥ： Public Real Estate ）

国土交通白書2008より抜粋
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【建設分野】
●建設生産システムの変革

・経営基盤の強化やより効率の高い建設生産システムへの移行が進んでいます。建設会社だけで
なく、業界全体での取り組みが期待されています。

・建設生産物の品質確保や安全性確保の各種取り組みが進展しています。
●新しい建設市場の開拓

・建築ストックを対象とした保全ビジネスの開拓やＰＦＩに代表される公共ビジネスへの民間企業の
参画などが進展しています。

【不動産分野】
●不動産流通市場の透明化

・買う側と売る側の情報の非対称性を極力排除するとともに、適切な不動産流通を促進するための
不動産情報の開示が進展しています。

●情報管理や業務効率化の進展
・企業における企業不動産に関する内部統制の構築と不動産情報の一元管理
・金融商品取引法に準拠した投資用不動産における厳格な運用体制の構築と情報開示の進展

建設・不動産分野の新しい動き

ICT（情報通信技術）が業界の取り組みを支援します。
業務の効率化、情報の一元管理、情報の適時開示などの各ニーズに対してICTツールが支援します。

ICT（情報通信技術）が業界の取り組みを支援します。
業務の効率化、情報の一元管理、情報の適時開示などの各ニーズに対してICTツールが支援します。

Copyright ©2009, ASPIC市場拡大研究会【建設・不動産研究会】
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建設・不動産分野における特有のニーズをASP・SaaSは解決します。

建設・不動産分野におけるICT活用のニーズ

8

【建設業界における特有のニーズ】
●海外を含め広域に分散する現場情報やプロジェクト情報の一元管理が求められる
●発注者、設計者、工事受注者、協力企業など複数法人の連携が必要
●プロジェクトは流動的であるため、メンバー構成や位置の変化などへのフレキシブルな対応
●参画企業は中小企業も多く、多額なシステム投資や運用コストの負担は大きな壁に

【不動産業界における特有ニーズ】
●全国に分散する不動産情報の一元管理が求められる
●オーナー、管理会社、アセットマネジメント、プロパティマネジメントなど複数法人の連携が必要
●金融商品化により適切な情報開示などが急速に進展
●参画企業は中小企業も多く、多額なシステム投資や運用コストの負担は大きな壁に

ASP・SaaSの活用提案 / 戦略ツールは持たないで使う！
建設業界、不動産業界においてはすでに多くのASP・SaaSが成長し、活躍しています

●企業間の業務連携や情報共有を強力に支援
●広域に分散する現場や不動産の群管理を支援
●各社ごとの個別のシステム導入と比べ、大幅なコスト削減（初期・運用ともに）を実現

ASP・SaaSの活用提案 / 戦略ツールは持たないで使う！
建設業界、不動産業界においてはすでに多くのASP・SaaSが成長し、活躍しています

●企業間の業務連携や情報共有を強力に支援
●広域に分散する現場や不動産の群管理を支援
●各社ごとの個別のシステム導入と比べ、大幅なコスト削減（初期・運用ともに）を実現

Copyright ©2009, ASPIC市場拡大研究会【建設・不動産研究会】



5

建設不動産分野におけるASP・SaaSマップ 民間分野

経営戦略
投資・売却戦略

計画・設計 不動産
運用・管理

建設・施工 完成
納品

維持保全
リニューアル

発注者・オーナー
アセットマネジメント

コンサル

設計者

建設会社
（元請企業）

建設会社
（サブコン）

プロパティマネジメント

メンテナンス会社

バックオフィス（共通）

●不動産評価ASP・SaaS
●リスク評価ASP・SaaS
●資産ポートフォリオ管理ASP・SaaS

●建築確認申請支援ASP・SaaS
●各種設計支援ASP・SaaS

●プロジェクト管理ASP・SaaS
現場情報共有
品質管理
図面管理
承認ワークフロー
スケジュール管理
安全・労務・環境管理

●受発注管理ASP・SaaS
（CI-NET対応）

●建設会社 会計・人事・総務ASP・SaaS ●不動産会社 会計・人事・総務ASP・SaaS
●ビルメンテナンス会社 会計・人事・総務ASP・SaaS

●納品
竣工情報図
面管理
ASP・SaaS

●不動産運用管理ASP・SaaS
基本情報・アセットマネジメント・プロパティマネジメント

●リスクマネジメントASP・SaaS
土壌汚染・ＣＯ2排出量・耐震・アスベスト等

●不動産仲介支援ASP・SaaS
不動産賃貸・売買ポータル

●不動産プロパティマネジメントASP・SaaS
●不動産ビルマネジメントASP・SaaS

ビルメンテナンス・不具合・クレーム管理
修繕・リニューアル管理
エネルギー・環境管理

共同利用

基盤情報・技術
●地図情報・GIS ●地盤情報・地質情報 ●土地取引情報DB

●不動産インデックス
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建設不動産分野におけるASP・SaaSマップ 公共分野

中長期計画
整備計画

計画・設計 不動産
運用・管理

建設・施工 完成
納品

維持保全
リニューアル

中央省庁
自治体

コンサル

設計者

建設会社
（元請企業）

建設会社
（サブコン）

プロパティマネジメント

メンテナンス会社

●不動産評価ASP・SaaS
●リスク評価ASP・SaaS
●公有資産管理ASP・SaaS

●建築確認申請支援ASP・SaaS
●各種設計支援ASP・SaaS

●電子入札
●プロジェクト管理ASP・SaaS

現場情報共有
品質管理
図面管理
承認ワークフロー
スケジュール管理
安全・労務・環境管理

●受発注管理ASP・SaaS
（CI-NET対応）

●公会計ASP・SaaS ●公共施設運営支援ASP・SaaS
バランスシート・固定資産・損益計算・健全化指標

●公共施設保全情報ASP・SaaS
公共施設基本情報
施設管理・長期修繕計画管理
保全情報管理

●施設プロパティマネジメントASP・SaaS
●施設ビルマネジメントASP・SaaS

ビルメンテナンス管理
不具合・クレーム管理
修繕・リニューアル管理
エネルギー・環境管理

●電子納品
（CALS対応）

●納品
竣工情報図
面管理
ASP・SaaS

バックオフィス（共通）

基盤情報・技術
●地図情報・GIS ●地盤情報・地質情報 ●土地取引情報DB

●公共施設ベンチマーキング

10
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（情報共有） プロジェクト管理 Being Collaboration （CI-NET対応） 受発注 WEBCON

（情報共有） 各種業務支援 建設サイト

建設分野におけるASP・SaaSの事例

（CI-NET対応） 受発注 Lites NEO 

株式会社ビーイング

NECソフト株式会社

株式会社富士通ビジネスシステム

三菱商事株式会社

画像については三菱商事株式会社の
承諾を得て掲載しております

画像については株式会社ビーイングの
承諾を得て掲載しております

画像についてはNECソフト株式会社の
承諾を得て掲載しております

画像については株式会社富士通ビジネス
システムの承諾を得て掲載しております

11
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不動産評価・賃料査定 Attractors Lab 不動産総合管理 @property

（画面イメージは各社ホームページより抜粋）

不動産分野におけるASP・SaaSの事例

アトラクターズ・ラボ株式会社

プロパティデータバンク株式会社

12

J-REIT関連情報分析

ARES  J-REIT  Property  Database

社団法人不動産証券化協会
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提言１ ASP・SaaSは企業・法人を超えて情報・知識をつなぎます

ＡＳＰ・ＳａａＳは建設プロジェクト関係者の情報共有を企業の壁を超えて支援します。企業間の業務連携や電子化
や生産効率向上を強力に支援します。同様に不動産分野においては運営・管理業務にかかわる企業の業務連携や
情報共有を支援します。正確な不動産運用情報がオーナーにリアルタイムに集約され、適切な経営判断や情報開
示に役立ちます。

ＡＳＰ・ＳａａＳは建設プロジェクト関係者の情報共有を企業の壁を超えて支援します。企業間の業務連携や電子化
や生産効率向上を強力に支援します。同様に不動産分野においては運営・管理業務にかかわる企業の業務連携や
情報共有を支援します。正確な不動産運用情報がオーナーにリアルタイムに集約され、適切な経営判断や情報開
示に役立ちます。

13

不動産オーナー
中央省庁・自治体

●図面や申請書類の電子化により各種業務を効率化
●各種データを企業間でリアルタイムに情報共有
●ＩＴ投資についてもASP・SaaS 活用により大幅に効率化

ASP・SaaS
データセンター

共通ASP・SaaS利用
・情報完全共有
・企業間電子稟議

設計事務所

元請ゼネコン

建設プロジェクトにおける企業間連携 不動産管理における企業間連携

●管理業務及び関連書類の電子化により各種業務が効率化
●各種データをリアルタイムに経営判断に活用可能
●ＩＴ投資についてもASP・SaaS 活用により大幅に効率化

ASP・SaaS
データセンター

共通ASP・SaaS利用
・情報完全共有
・企業間電子稟議

確認・入力
（担当資産）

集計算出
総合分析

管理会社

信託銀行
金融機関

株主

情報開示

不動産オーナー
企業管財部門
アセットマネジメント

出典 ASPIC建設・不動産市場研究会作成資料

Copyright ©2009, ASPIC市場拡大研究会【建設・不動産研究会】

サブコン
協力企業

サブコン
協力企業

サブコン
協力企業

提言２ ASP・SaaSは地域・空間を超えて情報・知識をつなぎます

ＡＳＰ・ＳａａＳは地域や全国に分散した建設プロジェクト情報共有を支援します。同様に不動産や施設管理分野に
おいては分散する施設や不動産の群管理を支援します。国土交通省や主要自治体ではASP・SaaSを活用した保全
情報システムを運用し、全国の公共施設の保全業務支援に役立てています。また、大手企業では全国・世界に分散
する企業不動産の情報管理にASP・SaaSを活用しています。

ＡＳＰ・ＳａａＳは地域や全国に分散した建設プロジェクト情報共有を支援します。同様に不動産や施設管理分野に
おいては分散する施設や不動産の群管理を支援します。国土交通省や主要自治体ではASP・SaaSを活用した保全
情報システムを運用し、全国の公共施設の保全業務支援に役立てています。また、大手企業では全国・世界に分散
する企業不動産の情報管理にASP・SaaSを活用しています。
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出典 プロパティデータバンク資料をもとにASPIC建設・不動産市場研究会作成資料

●不動産基本情報
●図面、関連書類、工事履歴、評価情報
●資産利用情報、賃貸借情報、収支情報
●メンテナンス情報、不具合、クレーム、設備台帳
●エネルギー情報、ＬＣＣ情報 など

子会社（現地）
事業部（現地）

●海外

●国内

●ＡＳＰサービス ●ＥＲＰ/企業会計

●固定資産情報

●投資情報

●コスト情報

データ連携

セキュリティ管理

大手製造業 経営者/本社管財部門

データに基づく管理遂行

（本社）

HP900 0

CLASS

2000

ＡＳＰサービス

インターネット

データセンター

インターネット

●海外
ASP/Data Center

Inter-net

大手製造業における企業不動産の群管理

Copyright ©2009, ASPIC市場拡大研究会【建設・不動産研究会】
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提言３ ASP・SaaSは時間・年月を超えて情報・知識をつなぎます

15

経営戦略
投資・売却戦略

計画・設計 不動産
運用・管理

建設・施工 完成
納品

維持保全
リニューアル

発注者・オーナー
アセットマネジメント

コンサル

設計者

建設会社
（元請企業）

建設会社
（サブコン）

プロパティマネジメント

メンテナンス会社

●不動産評価ASP・SaaS
●リスク評価ASP・SaaS
●資産ポートフォリオ管理ASP・SaaS

●建築確認申請支援ASP・SaaS
●各種設計支援ASP・SaaS

●プロジェクト管理ASP・SaaS
現場情報共有
品質管理
図面管理
承認ワークフロー
スケジュール管理
安全・労務・環境管理

●受発注管理ASP・SaaS
（CI-NET対応）

●納品
竣工情報図
面管理
ASP・SaaS

●不動産運用管理ASP・SaaS
基本情報・アセットマネジメント・プロパティマネジメント

●リスクマネジメントASP・SaaS
土壌汚染・ＣＯ2排出量・耐震・アスベスト等

●不動産仲介支援ASP・SaaS
不動産賃貸・売買ポータル

●不動産プロパティマネジメントASP・SaaS
●不動産ビルマネジメントASP・SaaS

ビルメンテナンス・不具合・クレーム管理
修繕・リニューアル管理
エネルギー・環境管理

＜情報連携＞
建物コード体系の整備
流通フォーマットの開示

＜情報連携＞
建物コード体系の整備
流通フォーマットの開示

建設分野、不動産管理、公共施設管理など様々な分野でＡＳＰ・ＳａａＳの活用が進展していますが、残念ながら建
物竣工時の図面や竣工情報は日常の管理に引き継がれていないのが現状です。建物のコード体系などを整備し、
ASPサービス間で情報連携することにより建設から運用、リニューアルの情報が時間を超えて連携できる可能性が
あります。

建設分野、不動産管理、公共施設管理など様々な分野でＡＳＰ・ＳａａＳの活用が進展していますが、残念ながら建
物竣工時の図面や竣工情報は日常の管理に引き継がれていないのが現状です。建物のコード体系などを整備し、
ASPサービス間で情報連携することにより建設から運用、リニューアルの情報が時間を超えて連携できる可能性が
あります。

Copyright ©2009, ASPIC市場拡大研究会【建設・不動産研究会】

建設現場や不動産マネジメントの最前線において、ASP・SaaSは有効と考えられますが、さらなる普及・活用に
あたっては以下の課題があげられます。

【課題1 サービスの安定提供に関する信頼性の確保】
サービスの継続性、安全性、信頼性やサービス内容など評価を実施し、ユーザ企業や法人に適した業者を
選定する必要があります。その基準や評価方法をユーザが設定するのは大変煩雑です。

【課題2 セキュリティに関する課題】
ASP・SaaSはデータセンターにデータを預けることになるので、大企業や中央省庁・自治体などは消極的にな

る場合があります。

【課題3 きめ細かいカスタマイズ等への課題
個別に独自で構築した社内システムに比べて、カスタママイズなどの範囲が限定され、きめ細かい対応が
しづらいことなどから、企業によっては独自システムを選定する傾向があります。

提言４ 「ASP・SaaS安全・信頼性に係る情報開示認定制度」の活用

16

「ASP・SaaS安全・信頼性に係る情報開示認定制度」の活用により解決します。
総務省から公表「ASP・SaaS安全・信頼性に係る情報開示指針」「ASP・SaaSにおける情報セキュリティ対策ガイド
ライン」を基に、必要な安全・信頼性に係る情報を適切に開示し、かつ一定の要件を満たすASP・SaaSサービスを
認定するものです。（財）マルチメディア振興センターが運営するこの制度を活用することで、ユーザーは安全・信頼性
の高いASP・SaaSサービスを選択することが可能となります。

「ASP・SaaS安全・信頼性に係る情報開示認定制度」の活用により解決します。
総務省から公表「ASP・SaaS安全・信頼性に係る情報開示指針」「ASP・SaaSにおける情報セキュリティ対策ガイド
ライン」を基に、必要な安全・信頼性に係る情報を適切に開示し、かつ一定の要件を満たすASP・SaaSサービスを
認定するものです。（財）マルチメディア振興センターが運営するこの制度を活用することで、ユーザーは安全・信頼性
の高いASP・SaaSサービスを選択することが可能となります。

Copyright ©2009, ASPIC市場拡大研究会【建設・不動産研究会】



9

各企業の経営基盤強化へ活用
ASP・SaaSは導入コストが比較的少なく、業務標準化などの効果が見込めます。また、経営データのデータセンター

での一元管理な内部統制の向上などにも貢献します。企業経営や法人運営に必要な業務支援に関する多くのASP・
SaaSが「使えるツール」として普及しています。また総務省が推進する情報開示認定も取得しています。

各企業の経営基盤強化へ活用
ASP・SaaSは導入コストが比較的少なく、業務標準化などの効果が見込めます。また、経営データのデータセンター

での一元管理な内部統制の向上などにも貢献します。企業経営や法人運営に必要な業務支援に関する多くのASP・
SaaSが「使えるツール」として普及しています。また総務省が推進する情報開示認定も取得しています。

提言５ ASP・SaaSは企業経営を支援する「使えるツール」を提供します

17

サービス種別 サービスの内容 認定サービス数

業界特化型
企業、組織の主たる活動を可能とする業種・業界に依存するサービス。（建設・不動産、交通・
物流、医療・介護、行政・公務等）

13

財務・会計 経理業務を支援するサービス。 7

人事・給与 採用を含む人事・給与に関する業務を支援するサービス。 7

教育 ｅラーニング、人材育成などのサービス。 6

ＳＦＡ・営業支援 顧客の性別・年齢・役職や、顧客との接触履歴を中心に蓄積し、営業活動を支援するサービス。 3

CRM・顧客管理
商品の売買から維持管理サービスなどの幅広い顧客接点から得られる詳細な顧客情報を蓄
積し管理するサービス。

12

生産・販売・仕入・物流
生産・仕入・物流に関わる業務（見積、受注、売上、請求、回収、発注、仕入、支払、在庫管理
など）をサポートし、業務を効率化するサービス。

11

社内・グループ間情報共有 グループウェア、ＷＥＢ会議、社内ファイル管理などのサービス。 9

WEBサイト構築 ＣＭＳ（コンテンツ管理システム）、ＷＥＢサイト構築テンプレートなどを提供するサービス。 3

EC関連
インターネット上におけるショッピングを支援する、ショッピングカート、ショッピングサイト開設、
ＷＥＢサイトなどのサービス。

2

メール配信 メールマガジン、メールマーケティングなどのサービス。 13

セキュリティ ウィルスチェック、ＷＥＢフィルタリング、認証、ログ管理などのサービス。 7

SNS・ブログ ＳＮＳ、ブログなどのコミュ二ティ支援に関わるサービス。 14

Copyright ©2009, ASPIC市場拡大研究会【建設・不動産研究会】

出典 （財）マルチメディア振興センターの認定サイト： http://www.fmmc.or.jp/asp-nintei/service.html
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ASPIC市場拡大研究会 建設・不動産研究会
参加企業名簿 2008年度

名前 所属 役職

リーダー 板谷 敏正 プロパティデータバンク㈱ 代表取締役社長

サブリーダー 三笠 武則 ㈱NTTデータ経営研究所 ソーシャルイノベーション・コンサルティング本部アソシエイトパートナー

メンバー 古橋 健治 ㈱アイネット ＢＳ本部ＢＰＯ事業部ＢＰＯ営業部課長

メンバー 岩本 幸男 ウイングアークテクノロジーズ㈱ 事業統括本部 SaaS推進室室長

メンバー 種田 剛 NECソフト㈱ 製造プロセスソリューション事業部営業・コンサルグループリーダー

メンバー 権頭 敦則 NECソフト㈱ 流通・サービスソリューション事業部国内事業統括部統括部長

メンバー 小林 千華 ㈱NTTデータ ビジネスソリューション事業本部 位置情報サービスBU課長代理

メンバー 曲 燕斌 グリッド・リサーチ㈱ 企画部専務取締役

メンバー 渡邉 勝之 ㈱建設システム 開発部係長

メンバー 島野 繁弘 日本電気㈱ ITプラットフォームサービス事業部統括マネージャ

メンバー 柘植 雅也 日本ユニシス㈱ ICTサービス本部 営業部担当部長

メンバー 林 徹 日本ユニシス㈱ ICTサービス本部 営業部グループリーダー

メンバー 北村 倫夫 ㈱野村総合研究所 経営革新コンサルティング部上席コンサルタント

メンバー 入倉 進 ㈱ビーイング 開発部副部長

メンバー 島田 修 富士ゼロックス㈱ 営業本部SMB推進室マネージャー

メンバー 保坂 正樹 ㈱富士通ビジネスシステム サポートサービス本部アウトソーシングサービス統括部ＩＤＣサービス部

メンバー 市川 治久 三井物産クレジットコンサルティング㈱ SNSC事業本部東京営業部部長

メンバー 秋山 光輝 三菱商事㈱ ＩＣＴサービス事業 第一ユニット課長

メンバー 荘司 茂雄 三菱商事㈱ ＩＣＴソリューションユニット部長代理

メンバー 髙野 博好 ㈱ユー・エス・イー 取締役 企画本部長

ＡＳＰＩＣ 河合 輝欣 ＡＳＰＩＣ 会長

ＡＳＰＩＣ 小田島 労 ＡＳＰＩＣ 理事

ＡＳＰＩＣ 花岡 孝義 ＡＳＰＩＣ 執行役員

ＡＳＰＩＣ 堤田 敏夫 ＡＳＰＩＣ 執行役員

ＡＳＰＩＣ 小西 敏晴 ＡＳＰＩＣ 研究員

事務局 松本 英之 プロパティデータバンク㈱

ASPICでは今後も建設・不動産分野のICT活用に関する研究をすすめていきます

また、ユーザーにおけるASP・SaaS活用を支援していきます

Copyright ©2009, ASPIC市場拡大研究会【建設・不動産研究会】
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不動産管理ASP/SaaSの事例
弊社事業の考え方と10年の軌跡

■商号 プロパティデータバンク株式会社
■事業内容 不動産・施設管理のソフトウェア提供および関連業務
■資本金 10,000万円
■主要株主 清水建設株式会社

株式会社ケンコーポレーション
オリックスキャピタル株式会社
中央三井アセットマネジメント株式会社
日本ヒューレット・パッカード株式会社

■従業員数 50名
■利用ユーザー 企業の不動産部門、管財部門、公的法人の管財部門、営繕部

門、アセットマネージャー、プロパティマネージャー、ビル管理会社など
を中心に、全国約10000棟の不動産・施設の管理業務でご利用
いただいています。また、官公庁・自治体では約12万棟の公共施
設管理に弊社ソフトが活用されています。

■所在地 東京都港区浜松町１-29-6 浜松町セントラルビル
TEL 03-5777-3468 FAX 03-5777-3436

弊社概要
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■不動産管理のあらゆる業務をカバーする、業務支援型本格ＡＳＰ・ＳａａＳ

■顧客毎のニーズに対応した様々なカスタマイズにより、数百社へ本格的サービスを提供

不動産管理ＡＳＰ・ＳａａＳ 「＠プロパティ」

業界特性に合わせ２方式サービスを提供

■標準ＡＳＰ・ＳａａＳ

民間企業を想定。当社ＩＤＣをベースにインターネット上で利用料型サービ
スを提供。ヘルプサポート、セキュリティ制御、初期データ構築、マスター
データ構築コンサルティング、データ管理など一連の付帯業務も提供

■オンサイト型ＡＳＰ

官公庁・自治体、電力会社など共同利用や公益企業を想定し、顧客専用
システムを構築、顧客グループ内ＡＳＰサービスとして展開。付帯業務も必
要に応じ提供

■標準ＡＳＰ・ＳａａＳ
不動産投信 ：JREIT及びプライベートファンド各社
金融保険 ：大手生損保
不動産 ：大手不動産会社各社
エネルギー ：電力、ガス会社各社
管理会社 ：大手管理会社各社
一般企業 ：大手製造業、電鉄会社、航空会社、

製薬会社、新聞社等

■オンサイト型ＡＳＰ
東京都庁（3,000棟の公共施設管理）
滋賀県庁（3,000棟の公共施設管理）
関西電力（5,000棟の社有施設の営繕情報管理）
全国自治体共同利用BIMMS

（約3万棟の共同保全情報センター構築）
国土交通省保全業務支援システムBIMMS-N

（官庁施設1.7万棟保全情報センター構築）
全農（約3万棟の全国の施設情報管理センター構築）
日本郵政（3万棟の保全不動産管理システム構築）

不動産マネジメントを対象にＡＳＰ／ＳａａＳを展開

導入例 導入法人800社/全国13万棟

「東京海上日動火災」全国の資産管理・不動産収益管理をネットで統合
ＡＳＰ/ＳａａＳの特色 大手企業における不動産情報一元管理

東京海上日動火災保険では、所有している不動産賃貸物件のキャッシュフロー管理を行なうため、既存システムの統合
や業務アウトソーシング先とのデータ連携を検討。
意思決定支援システムの円滑かつ早期の構築を図るため、短期間に導入できるＡＳＰ・ＳａａＳを導入した。

プロパティデータバンク資料より
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「東京海上日動火災」全国の資産管理・不動産収益管理をネットで統合
ＡＳＰ/ＳａａＳの特色 これまでの実績

不動産ストックに着目した弊社サービスは、大手企業、JREIT、PM（管理会社）企業、官公庁自治体などに幅広く活用
されています。不動産実務をスコープした業務支援ソフトは、不動産市場の経営不振や金融危機等の影響を受けずに
堅調に利用ユーザを増加させています。

プロパティデータバンク資料より
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運用システムは高い信頼性を備えた機器を多重化し、複数個所のデータセンターによるオンライン・
データバックアップ、災害発生時の継続的なサービス提供などを実現しています。また、多くの事業
者は、情報セキュリティに関する国際認証ＩＳＯ２７００１は総務省のＡＳＰ・ＳａａＳ情報開示認定などを
取得しています。

ＡＳＰ/ＳａａＳの特色 当社のセキュリティ対応

ＡＳＰ／ＳａａＳサービス事業者は、お客様の大切な情報をお預かりする業務という認識
のもと、最新の技術を駆使して情報セキュリティを確保しています。

プロパティデータバンク資料より

総務省「ASP・SaaS安全・信頼性に係る情報開示指針」（2007年11
月27日）、「ASP・SaaSにおける情報セキュリティ対策ガイドライン」
（2008年１月30日）を基に、利用者がASP・SaaSを安心して利用で
き、拡大するASP・SaaS市場に対して健全な市場形成を図ることを
目的として制定されたものです。安全 ・ 信頼性に係る情報を適切に
開示し、 かつ一定の要件を満たすものが認定されます。



 
 

この報告書は、財団法人 建設業振興基金 建設産業情報化推進センターが刊行し、 
その会員のみに限定して配布するものである。 
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